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平成 27 年試験

論 文 式 試 験 問 題

会 計 学〔午後〕

1　試験開始の合図があるまで，この問題冊子や筆記用具に触れないで下さい。触れた場合は，
不正受験とみなすことがあります。
2　試験中，使用が認められたもの以外は，すべてかばん等にしまい，足元に置いて下さい。衣類
のポケット等にも入れないで下さい。試験中，使用が認められているものは，次のとおりです。
筆記用具，修正液（修正テープ），算盤又は電卓（基準に適合したものに限る。），定規，ホッ 
チキス及び時計（計時機能のみを有するものに限る。）
使用が認められたもの以外のものを机上に出している場合は，不正受験とみなすことがありま

す。試験中においても，試験官が必要と認めた場合には，携行品の確認をすることがあります。
3　携帯電話等の通信機器の取扱いについては，試験官の指示に従って下さい。指示に従わない
場合は，不正受験とみなすことがあります。
4　試験官の指示に従わない場合，また，周囲に迷惑をかける等，適正な試験の実施に支障を来
す行為を行った場合は，不正受験とみなすことがあります。
5　不正受験と認めた場合，直ちに退室を命ずることがあります。
6　試験時間は 3時間です。
7　試験開始の合図により，試験を始めて下さい。
8　試験問題，答案用紙及び試験用法令基準等は必ず机上に置いて下さい。椅子や机の下等には
置かないで下さい。
9　この問題冊子は， 1頁から 19 頁までとなっています。試験開始の合図の後，まず頁を調べ
て，印刷不鮮明，落丁等があれば黙って挙手し，試験官に申し出て下さい。

10　答案用紙は問題冊子の中ほどに挿入してあります。
11　答案は配付した答案用紙の所定欄に直接記載し，欄外には記載しないで下さい。答案作成に
当たっては，ボールペン又は万年筆（いずれも黒インクに限る。）を使用して下さい。

12　受験番号シールは，試験開始の合図の後，各答案用紙の左上の所定欄に貼付して下さい。各
問の答案用紙が複数枚のものについては， 1枚目だけでなく， 2 枚目以降にも受験番号シール
を貼付して下さい。受験番号シールが貼付されていない場合は，答案が採点されません。

13　答案用紙は必ず切り取り線で切り離したうえで提出して下さい。各問の答案用紙が複数枚の
ものについても，ホッチキスで留めたりせず，必ず切り離した状態で提出して下さい。

14　問題に関する質問には一切応じません。
15　試験開始後 60 分間及び試験終了前 10 分間は，答案用紙の提出及び試験室からの退室はでき
ません。それ以外の時間に中途退室する場合には，必ず挙手し，試験官が答案用紙を受け取り
確認するまで席を立たないで下さい。

16　試験中，やむを得ない事情で席を離れる場合は，挙手のうえ試験官の指示に従って下さい。
17　試験終了の合図とともに直ちに筆記用具を置き，答案用紙を裏返して下さい。試験終了後
に，答案用紙や筆記用具に触れた場合は，不正受験とみなすことがあります。試験官が答案用
紙を集め終わり，指示するまで絶対に席を立たないで下さい。

18　問題冊子，試験用法令基準等は，試験終了後，持ち帰ることができます。
　　　なお，中途退室する場合には問題冊子，試験用法令基準等の持ち出しは認めません。問題冊
子，試験用法令基準等が必要な場合は，各自の席に置いておきますので，試験終了後，速やか
に取りに来て下さい。

注 意 事 項
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（会　計　学）
第　 3　問

第3問から第 5問まで

時　間　　　　 3時間
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満点 　　300 点
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リース取引の会計処理に関する設問⑴および⑵に答えなさい。

⑴　次の〔資料〕に基づいて，ファイナンス・リース取引に関する借手および貸手の会計処理につい

て，①〜⑥の空欄に入る適切な勘定科目または金額を答案用紙に記入しなさい。貸手の会計処理

は，リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法により，勘定科目については，「リー

ス取引に関する会計基準」によること。計算にあたり千円未満の端数は四捨五入すること。

〔資料〕

1．所有権移転条項　なし

2．割安購入選択権　なし

3．リース物件は特別仕様ではない。

4．解約不能のリース期間　 5年

5．借手の見積現金購入価額　42,000 千円（貸手のリース物件の購入価額はこれと等しいが，借手

において当該価額は明らかではない。）

6．リース料月額 800 千円　（年度末に一年分を一括で支払う。）

7．リース物件の経済的耐用年数　 8年

8．借手の減価償却方法　定額法

9．借手の追加借入利子率　年 4％（借手は貸手の計算利子率を知り得ない。）

10．貸手の見積残存価額　ゼロ

11．リース取引開始日　Ｘ0年 4月 1日

12．借手および貸手の決算日　 3月 31 日

13．リース料に含まれる利息相当額は利息法で会計処理する。

14．リース料総額の現在価値が当該リース物件の（見積現金）購入価額と等しくなる利子率は

4.6228 ％である。

問 1
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借手の会計処理  （単位：千円）

Ｘ2年 3月 31 日（第 2回支払日）

（借）　リ ー ス 債 務　（　　　　　　　）　　（貸）　現　　　　　　金　（　　　　　　　）

　　　支 払 利 息　（　　　①　　　）

（借）　減 価 償 却 費　（　　　②　　　）　　（貸）　減価償却累計額　（　　　　　　　）

貸手の会計処理  （単位：千円）

Ｘ0年 4月 1日（リース取引開始日）

（借）　（　　　③　　　）　（　　　　　　　）　　（貸）　売　　　上　　　高　（　　　　　　　）

（借）　売 上 原 価　（　　　　　　　）　　（貸）　買　　　掛　　　金　（　　　④　　　）

Ｘ2年 3月 31 日（第 2回回収日）

（借）　現　　　　　　金　（　　　　　　　）　　（貸）　（　　　③　　　）　（　　　⑤　　　）

（借）　繰延リース利益　（　　　　　　　）　　（貸）　繰延リース戻入益　（　　　⑥　　　）

⑵　所有権移転外ファイナンス・リース取引は，当該リース契約が締結された日において，リース

料総額の割引現在価値を考慮することなく，もっぱら当該リース物件の公正な評価額（時価）に基

づいて，借手側の貸借対照表に認識すべきであるという考え方がある。この考え方の問題点を，

現行のリース会計基準と対比させながら，説明しなさい。なお，イ）リース資産およびリース債

務の認識時点と，ロ）リース資産およびリース債務の計上価額に関する論点に分けて解答しなさ

い。ただし，公正な評価額（時価）の測定時点について解答する必要はない。
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キャッシュ・フロー計算書に関する設問⑴および⑵に答えなさい。

⑴　次の〔資料Ⅰ〕および〔資料Ⅱ〕に基づいて，【問】に答えなさい。

〔資料Ⅰ〕　期首残高試算表と決算整理前残高試算表

  残高試算表  （単位：千円）

借方科目 期首残高 整理前残高 貸方科目 期首残高 整理前残高

現 金 預 金 9,900 41,040 買 掛 金 102,060 49,860

売 掛 金 275,040 321,300 短 期 借 入 金 150,000 123,400

繰 越 商 品 263,880 263,880 未 払 費 用 3,600 ―

仮払法人税等 ― 25,200 貸 倒 引 当 金 7,560 7,560

固 定 資 産 540,000 420,000 減価償却累計額 270,000 198,000

仕 入 ― 700,200 未払法人税等 30,000 ―

販 売 費 ― 45,000 資 本 金 324,000 324,000

一 般 管 理 費 ― 117,000 資 本 剰 余 金 90,000 90,000

固定資産売却損 ― 12,000 利 益 剰 余 金 111,600 104,400

支 払 利 息 ― 14,400 売 上 ― 1,062,800

合 計 1,088,820 1,960,020 合 計 1,088,820 1,960,020

1．現金預金残高の内訳は，次のとおりである。なお， 1年満期以外の定期預金は，すべて満期ま
での期間が 3か月以内のものである。また，定期預金の満期前の解約はなかった。

（単位：千円）

内　訳 期首残高 整理前残高

現 　 　 金 936 1,140

当 座 預 金 3,156 3,804

通 知 預 金 708 1,776

定期預金（ 3か月以内満期） 3,300 24,000

定期預金（ 1 年 満 期） 1,800 10,320

合 計 9,900 41,040

2．固定資産の減少額は，期首における現金売却に係るものである。
3．短期借入金の決算整理前残高には，当期中に生じた一時的な当座借越 240 千円が含まれてい
る。当該当座借越は，企業の日常の資金管理活動において現金同等物とほとんど同様に利用され
ている。
4．未払費用の期首残高は，販売費に係るものである。
5．利益剰余金の減少額は，配当金の支払額である。

問 2
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〔資料Ⅱ〕　決算整理事項

1．商品の期末帳簿価額（原価）は 300,000 千円であり，期末の正味売却価額は 285,000 千円であ

る。

2．固定資産の減価償却費を 36,000 千円計上する。

3．売掛金に対する貸倒引当金を 9,000 千円に設定する（差額補充法）。

4．販売費の前払費用を 2,700 千円計上する。

5．法人税等の法定実効税率は 40 ％である。
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【問】　間接法により当期のキャッシュ・フロー計算書を作成し，①〜⑩に表示すべき金額を答案用紙

に記入しなさい。なお，資金の減少を意味する項目については，その金額に－（マイナス）の符号

を付すこと。また，利息の支払額は財務活動によるキャッシュ・フローに含め，短期借入金に係

るキャッシュ・フローについては純額で表示すること。

  キャッシュ・フロー計算書  （単位：千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税 引 前 当 期 純 利 益 （　　　　①　　　　）

減 価 償 却 費 （　　　　　　　　　）

貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 （　　　　　　　　　）

支 払 利 息 （　　　　　　　　　）

固 定 資 産 売 却 損 （　　　　　　　　　）

売 上 債 権 の 増 加 額 （　　　　　　　　　）

棚 卸 資 産 の 増 加 額 （　　　　②　　　　）

前 払 費 用 の 増 加 額 （　　　　　　　　　）

仕 入 債 務 の 減 少 額 （　　　　　　　　　）

未 払 費 用 の 減 少 額 （　　　　　　　　　）

小　計 （　　　　　　　　　）

法 人 税 等 の 支 払 額 （　　　　③　　　　）

　　営業活動によるキャッシュ・フロー （　　　　④　　　　）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 （　　　　⑤　　　　）

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 （　　　　　　　　　）

固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 （　　　　⑥　　　　）

　　投資活動によるキャッシュ・フロー （　　　　　　　　　）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 返 済 額 （　　　　⑦　　　　）

利 息 の 支 払 額 （　　　　　　　　　）

配 当 金 の 支 払 額 （　　　　　　　　　）

　　財務活動によるキャッシュ・フロー （　　　　⑧　　　　）

Ⅳ　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 （　　　　⑨　　　　）

Ⅴ　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 （　　　　　　　　　）

Ⅵ　現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 （　　　　⑩　　　　）
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⑵　「連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準」によれば，現金及び現金同等物の概念には，資

金収支表（1988 年から 1999 年まで個別企業ベースで作成し有価証券報告書に含めて公表された

資金情報の計算書）の資金概念で認められていた市場性のある一時所有の有価証券（価値変動リス

クを有する株式等の金融商品）が含まれていない。現行基準において，そのような取扱いとされ

ている理由について説明しなさい。
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第　 4　問

第3問から第 5問まで

時　間　　　　 3時間
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新株予約権について次の問に答えなさい。

⑴　新株予約権は，以前は負債の部に表示されていたが，現在は純資産の部の株主資本以外の項目

として表示されている。『討議資料　財務会計の概念フレームワーク』「財務諸表の構成要素」に

おける定義をふまえて，新株予約権の表示区分を現行の取扱いに変更した理由を説明しなさい。

⑵　外貨建自己新株予約権について，①消却した場合の会計処理，および②処分した場合の会計処

理を説明しなさい。なお，取得時から消却時または処分時までに強制評価減を考慮する事象は生

じていない。

問 1
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「税効果会計に係る会計基準」（以下，税効果会計基準）では，税効果会計の方法として

ａ 法を採用している。しかし，税効果会計基準が適用される前の税効果会計の実務で

は， ａ 法ではなく ｂ 法が主に適用されていた。これに関連して，次の問に答

えなさい。

⑴　上記の空欄 ａ および ｂ に当てはまる適切な用語を答えなさい。

⑵　「金融商品に関する会計基準」における「その他有価証券」の評価差額の取扱いを例にとりなが

ら， ｂ 法を採用した場合の問題点を税効果会計の必要性に照らして説明しなさい。

⑶　連結会社相互間の商品売買取引から生ずる未実現利益を消去する場合，その税効果は税効果会

計基準において ａ 法の例外として取り扱われる。税効果会計基準における取扱いを，

ａ 法に従った場合に考えられる取扱いと比較しながら説明しなさい。

問 2
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「退職給付に関する会計基準」に関する次の問に答えなさい。

⑴　数理計算上の差異について，従来， ａ 認識がなされ，その中で回廊アプローチと

ｂ という方法が議論されてきた。回廊アプローチは，平成 23 年（2011 年）に国際会計基

準第 19 号「従業員給付」が改訂されるまで採用されてきた方法であったが現在は廃止され，数理

計算上の差異は貸借対照表において ｃ 認識することとされた。わが国でも平成 24 年に

「退職給付に関する会計基準」が改正され，数理計算上の差異については連結貸借対照表において

ｃ 認識することとされた。 ｂ については従来の取扱いが維持されている。

　　空欄 ａ 〜 ｃ に当てはまる適切な用語を記入し， ｂ が採用されている

理由を説明しなさい。

⑵　平成 10 年に公表された「退職給付に係る会計基準」（以下，平成 10 年会計基準）では，注解 

（注 1）において，「実際運用収益が期待運用収益を超過したこと等による数理計算上の差異の発

生又は給付水準を引き下げたことによる過去勤務債務の発生により，年金資産が企業年金制度に

係る退職給付債務を超えることとなった場合には，当該超過額を資産及び利益として認識しては

ならない」と規定されていたが，平成 17 年に上記規定は廃止された。

　　平成 10 年会計基準注解（注 1）において年金資産の上限を定めていた理由を説明しなさい。

問 3
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企業会計審議会より昭和 54 年に公表された「外貨建取引等会計処理基準の設定について」に

よれば，外貨建取引等に係る包括的・一般的な会計処理基準を設定する際の基本的な考え方に

関して特に問題になった事項として，次の 3点を挙げている。

①　決算時の外貨換算に際していかなる為替相場を選択・適用すべきかについては，流動・

非流動法，貨幣・非貨幣法，テンポラル法， ａ 法等があるが，これらのうちいず

れの方法を採るべきか

②　外貨建取引の発生日から当該取引に係る外貨建金銭債権債務の決済日に至るまでの間の

為替相場の変動による為替差異すなわち為替換算差額及び為替決済損益の処理にあたり，

ｂ 基準及び ｃ 基準のうちいずれの基準を採るべきか

③　為替相場の変動を企業会計上認識するにあたり，当該変動が企業会計に与えた確定的な

影響すなわち為替決済損益のみを認識する考え方及び為替換算差額等当該変動が企業会計

に与えている暫定的な影響をも認識する考え方のうちいずれの考え方を重視すべきか

これに関連して，次の問に答えなさい。

⑴　空欄 ａ に当てはまる適切な用語を補いながら，資産・負債項目の換算に関して，その

他の 3つの換算方法と比較した場合の ａ 法の特徴，および現行の「外貨建取引等会計処

理基準」において ａ 法が適用される範囲とその理由（実務上の理由を除く）を説明しなさ

い。

⑵　換算方法としてテンポラル法を採用している場合，為替相場が大きく変動すると，換算前の外

貨表示財務諸表と換算後の財務諸表で利益と損失が逆転する「換算のパラドックス」が生じること

が知られている。 ａ 法と比較しながらテンポラル法のもとで「換算のパラドックス」が生

じる理由を説明しなさい。

⑶　空欄 ｂ および ｃ に当てはまる適切な用語を補いながら， ｂ 基準およ

び ｃ 基準の特徴を説明しなさい。

⑷　現行の「外貨建取引等会計処理基準」において ｃ 基準ではなく ｂ 基準が採用さ

れている理由について，売上割引・仕入割引の会計処理と比較しながら説明しなさい。

問 4
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公認会計士であるＡマネージャーと後輩のＢが，担当するＰ社の連結財務諸表監査に関する会話を

行っている。以下の【会話の概要】と，それに関連する資料に基づいて， 問 1 〜 問 2 の設問

に答えなさい。

【会話の概要】

Ａ：   Ｐ社の個別財務諸表の監査は先週で終了して，今週から連結財務諸表の監査が始まってるんだ

よね。

Ｂ：   はい。現場の作業も順調に進んでいます。

Ａ：   連結の適用範囲に変更はないかな？

Ｂ：   はい，連結子会社はＳ1社，Ｓ2社，Ｓ3社の 3社です。他の子会社は，従来どおり重要性の

観点から非連結子会社としていて，変更はありません。

Ａ：   重要性が乏しいっていうのは，連結の範囲から除いても企業集団の財政状態，経営成績および

キャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない場合ということだけど，これは量的

な重要性と質的な重要性から検討する必要があるので，これをきちんと監査調書に記述しといて

ね。

Ｂ：   わかりました。

Ａ：   各子会社の連結上のトピックは？

Ｂ：   Ｓ1 社に関しては，株式の取得を行ったときに土地・建物の時価評価を行っていますので，建

物については減価償却の連結調整が出てきます。また，期首をみなし取得日として株式の追加取

得をしており，この処理に当たっては，建物の減価償却の調整を加味する必要があります。

Ａ：   わかった。Ｓ2社は？

Ｂ：   Ｓ2 社は決算期がズレており，決算日後に重要な取引が発生しています。

Ａ：   Ｓ3 社は？

Ｂ：   Ｓ3 社は，前期の決算に誤謬があることが判明しているため，これの修正再表示が必要となっ

ています。あと，同社は相変わらず業績が悪く，当期もＰ社において株式の減損を行っていま

す。連結上はこの減損を戻す処理を行っています。

Ａ：   わかった。持分法に関しては？

Ｂ：   関連会社はＳ4社の 1社で，同社は従来どおり持分法適用会社です。また，非連結子会社に持

分法を適用していないのも従来どおりです。ただし，当期に関連会社のＳ4社がＴ1社を子会社

としていて，このＴ1社は重要といえる当期純利益を計上しています。

Ａ：   関連会社の子会社Ｔ1社は，Ｐ社から見て関連会社なんだっけ？

Ｂ：   いいえ，財務諸表等規則の定義規定により，Ｔ1社はＰ社の関連会社とはなりませんが，計上

ア

（会　計　学）
第　 5　問

第3問から第 5問まで

時　間　　　　 3時間

�
�

�
�

�

�
�

�
�

�

〔午前〕とあわせ

満点 　　300 点

�
�

�
�
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（70 点）
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した利益に重要性があるためＴ1社の利益を取込んだ数値でＳ4社の持分法の処理をする必要が

あります。

Ａ：   そうだよね。あと，連結の分析資料として，いつもの利益剰余金と損益の資料を作成しといて

ね。

Ｂ：   利益剰余金と損益の分析資料…。連結会社の財務諸表の単純合算からスタートして，どのよう

な要因によって親会社株主に帰属する当期純損益と利益剰余金が算出されたかを示す表ですね。

了解しました。

イ
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下線部アに関連して，連結財務諸表の作成に関して，親会社は原則としてすべての子会社を

連結の範囲に含めるが，重要性の乏しいものは連結の範囲に含めないことができるとされてい

る。以下の⑴〜⑶に答えなさい。

⑴　連結の範囲に関する重要性の量的側面に関する監査上の取扱いとして，少なくとも，利益をは

じめとした 4項目に与える影響をもって判断すべきであるが，利益以外の 3つの項目を答えなさ

い。

⑵　連結の範囲に関する重要性の判断では，個々の子会社の特性や上記 4項目では計量できない要

件を考慮する必要があるが，この要件の具体的内容を 3つ答えなさい。

⑶　子会社であるＳ5社およびＳ6社は，重要性が乏しいため従来より非連結子会社としている。

翌連結会計年度においても利益以外の指標における量的な重要性および質的な重要性は乏しい。

しかし，一過性の原因によりＳ5社は利益を，Ｓ6社は損失を計上することが見込まれ，それぞ

れの利益または損失額は重要性が乏しいとは言えないが両社を通算すると損益がゼロとなる予定

である。この場合，量的な重要性における利益の観点から両社を非連結子会社とすることができ

るか，理由とともに答えなさい。

　　解答に当たっては，答案用紙の「できる」「できない」のどちらかを丸で囲み，その理由を記載

すること。

下線部イに関連して，Ｐ社の当期（自Ｘ15 年 4 月 1 日　至Ｘ16 年 3 月 31 日）の連結財務諸表

に関する次の＜前提条件＞および〔資料Ⅰ〕〜〔資料Ⅴ〕に基づいて，末尾に記載の「親会社株

主に帰属する当期純損益・利益剰余金の計算表」（以下，計算表）を作成中である。これを完成

するために計算表の（　ｘ　）に項目内容を記載し，また①－ 1から⑭－ 5の金額を算定しなさ

い。なお，金額単位はすべて百万円である。

＜解答に当たっての注意事項＞

・金額は借方・貸方を区別するため，貸方金額には（　　）を付すこと。

・株式の追加取得または一部売却に伴う資本剰余金の増減の記載に当たっては，いったん計算表の

該当項目の「その他調整項目」の列において利益剰余金を相手勘定とするように記載する。ただ

し，連結財務諸表における資本剰余金の残高が貸方となる場合には，利益剰余金を相手勘定とし

て相殺する必要はないため，計算表の「資本剰余金振替」の行に振替額を記載すること。

・計算表の「？」については，各自で計算するが解答する必要はない。

・金額の計算において端数が生じる場合には，百万円未満を四捨五入すること。

問 1

問 2
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＜前提条件＞

・税効果会計は考慮しない。

・債権債務の消去に伴う貸倒引当金の調整は考慮しない。

・資料に記載がない事項は考慮しない。

〔資料Ⅰ〕　Ｐ社に関する事項

Ｐ社のＸ16 年 3 月末の純資産は，資本金が 20,000，利益剰余金が 80,000 である。なお，資本

剰余金は計上していない。

〔資料Ⅱ〕　Ｓ1社に関する事項

1．資本連結・開始仕訳に関する事項

⑴　Ｐ社は，Ｘ9 年 3 月末にＳ1 社の発行済株式の 60 ％を 21,000 で取得し，連結子会社とし

た。Ｓ1社の当時の純資産は，25,300 である。

⑵　Ｐ社は，Ｘ16 年 3 月期の期首（Ｘ15 年 4 月 1 日）にＳ1社の発行済株式の 15 ％を 4,950 で追

加取得している。なお，会計処理に当たっては，Ｘ16 年 3 月期の期首をみなし取得日として

Ｘ16 年 3 月期に処理を行っている。

⑶　Ｓ1社の資産および負債のうち，時価と帳簿価額との間に差が生じているものは下記のとお

りである。

資産名 簿価 時価

（Ｘ9年 3月末）

土地Ａ 4,000 5,200

建物Ｂ 1,500 2,000

（Ｘ15 年 3 月末）

土地Ａ 4,000 5,150

建物Ｂ 1,140 1,540

建物Ｂの減価償却方法については，「5．固定資産に関する事項」を参照すること。

⑷　資本連結によって生じたのれんは，発生した期の翌期から 10 年間にわたって償却する。

⑸　決算日は 3月 31 日である。



15 2122230827 Ｍ2―33平成27年論文式会計学〔午後〕

平成27年論文式会計学〔午後〕

平
成
27
年
論
文
式
会
計
学
〔午
後
〕

2．資本金等に関する事項

Ｓ1社の資本金等に関する推移は下記のとおりである。なお，Ｘ16 年 3 月期の当期純利益およ

び利益剰余金は，「3．個別修正に関する事項」の修正前の金額である。

Ｘ9年 3月期 Ｘ15 年 3 月期 Ｘ16 年 3 月期

当期純利益 1,000 3,000 2,000

資本金 10,000 10,000 10,000

利益剰余金 15,300 21,600 22,800

純資産 25,300 31,600 32,800

3．個別修正に関する事項

Ｘ16 年 3 月期において，Ｓ1社からＰ社への個別財務諸表提出後に下記の事項が判明したため

修正する。

外部への売上計上漏れ  200

対応商品の売上原価への振替漏れ  ？

4．棚卸資産の未実現利益の消去に関する事項

Ｓ1社はＰ社に商品を販売しており，Ｘ16 年 3 月期のＳ1社から仕入れた商品の在庫高は下記

のとおりである。なお，Ｓ1社の売上総利益率は，年度を通じて全ての会社に対して一定であり 

8 ％である。

在庫保有会社 期首在庫高 期末在庫高

Ｐ社 1,000 2,000

5．固定資産に関する事項

資産名 取得価額 耐用年数 償却方法 償却率 残存価額

建物Ｂ 3,000 50 年 定額法 0.020 0

※Ｘ9年 3月末時点で 25 年経過

6．利益処分に関する事項

Ｓ1社は，Ｘ15 年 3 月期は無配当としたが，Ｘ15 年 9 月を基準日としてＸ15 年 12 月に，Ｘ16

年 3 月期の中間配当として 800 を支払っている。なお，配当原資は利益剰余金である。
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〔資料Ⅲ〕　Ｓ2社に関する事項

1．資本連結・開始仕訳に関する事項

⑴　Ｐ社は，Ｓ2社をＸ10 年 12 月末に設立して発行済株式の 100 ％を保有し連結子会社として

いる。

⑵　Ｓ2社の資産および負債のうち，時価と帳簿価額との間に差が生じているものはない。

⑶　決算日は 12 月 31 日である。

⑷　Ｓ2社の決算日と連結決算日の差異が 3か月を超えないため，Ｓ2社の正規の決算を基礎と

して連結決算を行う。ただし，Ｓ2社の決算日と連結決算日が異なることから生じる連結会社

間の取引に係る会計記録の重要な不一致については，必要な整理を行う。

2．資本金等に関する事項

Ｓ2社の資本金等に関する推移は下記のとおりである。なお，Ｓ2社は配当を実施していない。

Ｘ10 年 12 月期 Ｘ14 年 12 月期 Ｘ15 年 12 月期

当期純利益 ― △ 800 △ 1,000

資本金 20,000 20,000 20,000

利益剰余金 ― △ 16,000 △ 17,000

純資産 20,000 4,000 3,000

3．決算日の異なる子会社等の決算日後における重要な取引

下記は，Ｓ2社の決算日後であるＸ16 年 1 月 1 日から連結決算日にかけて生じた重要な取引で

ある。

・Ｓ2社は，Ｘ16 年 1 月に株主割当増資 5,000 を行っている。

・Ｓ2社は，Ｘ16 年 1 月に外部より借入金 3,000 を調達している。なお，調達に伴い，Ｘ16

年 3 月末までに外部に支払った 300 の資金調達関連費用が生じている。

4．Ｓ2社株式の移動および評価に関する事項

Ｐ社は，Ｘ16 年 2 月に保有するＳ2社株式 20 ％を外部の投資家に 1,500 で売却している。な

お，連結上は第 3四半期末日（Ｘ15 年 12 月 31 日）をみなし売却日として処理している。また，

Ｐ社は，移動平均法によりＳ2社株式を評価しており，株式評価損を計上していない。
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〔資料Ⅳ〕　Ｓ3社に関する事項

1．資本連結・開始仕訳に関する事項

⑴　Ｐ社は，Ｘ12 年 3 月末にＳ3社の発行済株式の 80 ％を 2,000 で取得し，連結子会社とした。

⑵　Ｓ3社の資産および負債のうち，時価と帳簿価額との間に差が生じているものはない。

⑶　決算日は 3月 31 日である。

2．資本金等に関する事項

Ｓ3社の資本金等に関する推移は下記のとおりである。なお，Ｘ15 年 3 月期とＸ16 年 3 月期

の当期純利益および利益剰余金は，「3．修正再表示に関する事項」の修正前の金額である。ま

た，Ｓ3社は配当を実施していない。

Ｘ12 年 3 月期 Ｘ15 年 3 月期 Ｘ16 年 3 月期

当期純利益 △ 200 △ 800 △ 1,000

資本金 2,000 2,000 2,000

利益剰余金 500 △ 1,200 △ 2,200

純資産 2,500 800 △ 200

3．修正再表示に関する事項

当期において，Ｓ3社からＰ社への個別財務諸表提出後に下記の事項が判明したため，修正再

表示（過去の財務諸表における誤謬の訂正を財務諸表に反映する）を行う。

Ｘ16 年 3 月期に支払い，販売費及び一般管理費で処理している有形固定資産の除去に係る現

状復帰費用 400 は，本来はＸ15 年 3 月期に費用処理すべき項目であった。

4．Ｓ3社株式の評価に関する事項

Ｐ社は，Ｓ3社株式に対してＸ15 年 3 月期に 1,200，Ｘ16 年 3 月期に 800 の株式評価損を計上

している。
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〔資料Ⅴ〕　Ｓ4社に関する事項

1．開始仕訳に関する事項

⑴　Ｐ社は，Ｘ14 年 3 月末にＳ4社の発行済株式の 30 ％を 2,300 で取得し，持分法適用関連会

社とした。

⑵　Ｓ4社のＸ14 年 3 月末の資産および負債のうち，有価証券以外で時価と帳簿価額との間に差

が生じているものは下記のとおりである。

資産名 簿価 時価

土地Ｃ 2,000 2,450

⑶　Ｐ社の投資日における投資とこれに対応するＳ4社の資本との間に生じた差額は，発生した

期の翌期から 5年間にわたって償却する。

⑷　Ｓ4社のＸ15 年 3 月期の当期純利益は 920 であり，配当は実施していない。

⑸　決算日は 3月 31 日である。

2．株主資本等に関する事項

Ｓ4社の株主資本等に関する推移は下記のとおりである。

Ｘ14 年 3 月期 Ｘ15 年 3 月期 Ｘ16 年 3 月期

当期純利益 700 920 870

株主資本 6,230 7,150 7,720

評価・換算差額等 120 220 250

純資産 6,350 7,370 7,970

3．Ｓ4社の子会社等に関する事項

Ｓ4社は，Ｘ15 年 3 月末にＴ1社の発行済株式の 70 ％を取得し，子会社とした。Ｔ1社のＸ16

年 3 月期の当期純利益は 600 であり，配当は実施していない。その他，Ｓ4社がＴ1社を連結す

るに当たり，考慮する事項はない。なお，Ｔ1社の決算日は 3月 31 日である。

4．Ｓ4社の当期に関する事項

Ｓ4社は，Ｘ15 年 6 月 28 日に配当 300 を行っている。
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親会社株主に帰属する当期純損益・利益剰余金の計算表
　　借方（貸方）

修正項目等 期首利益
剰余金

剰余金の
配当

当期純損益
（親会社株主

に帰属）

その他
調整項目

期末利益
剰余金

（個別財務諸表）
Ｐ社（Ｘ16 年 3 月期） （72,500） 4,500 （12,000） 0 （80,000）
Ｓ1社（Ｘ16 年 3 月期） （21,600） 800 （2,000） 0 （22,800）
Ｓ2社（Ｘ15 年 12 月期） 16,000 0 1,000 0 17,000
Ｓ3 社（Ｘ16 年 3 月期） 1,200 0 1,000 0 2,200
（個別修正）  
Ｓ1 社　売掛金・売上計上漏れ 0 0 （16） 0 （16）
Ｓ3社　修正再表示 ①－ 1 ①－ 2 ①－ 3 ①－ 4 ①－ 5
個別財務諸表小計　　Ａ ？ ？ ？ ？ ？
連　結　修　正　項　目
Ｓ1社 　資本連結開始仕訳（建物減価償却

に係る調整を除く） ②－ 1 ②－ 2 ②－ 3 ②－ 4 ②－ 5

建物時価評価に係る減価償却開始
仕訳（非支配株主按分後） ③－ 1 ③－ 2 ③－ 3 ③－ 4 ③－ 5

個別修正後当期純利益の非支配株
主持分 ④－ 1 ④－ 2 ④－ 3 ④－ 4 ④－ 5

建物時価評価に係る当期減価償却
費（非支配株主按分後） 0 0 15 0 15

のれんの当期償却 ？ ？ ？ ？ ？
棚卸資産の未実現利益の消去（非支
配株主按分後・株式追加取得分を
含む）

⑤－ 1 ⑤－ 2 ⑤－ 3 ⑤－ 4 ⑤－ 5

受取配当金の消去 ⑥－ 1 ⑥－ 2 ⑥－ 3 ⑥－ 4 ⑥－ 5
株式追加取得（棚卸資産未実現利益
部分を除く） ⑦－ 1 ⑦－ 2 ⑦－ 3 ⑦－ 4 ⑦－ 5

Ｓ2社　資本連結開始仕訳 0 0 0 0 0
決算日後取引修正（株式の売却を除
く） ? ? ? ? ?

Ｓ2 社株式の売却 ⑧－ 1 ⑧－ 2 ⑧－ 3 ⑧－ 4 ⑧－ 5
Ｓ3社　資本連結開始仕訳（個別修正前） 160 0 0 0 160

修正再表示前当期純利益の非支配
株主持分 ⑨－ 1 ⑨－ 2 ⑨－ 3 ⑨－ 4 ⑨－ 5

修正再表示の非支配株主持分按分 ？ ？ ？ ？ ？
（　　　　　ｘ　　　　　） ⑩－ 1 ⑩－ 2 ⑩－ 3 ⑩－ 4 （2,000）

資本剰余金振替 ？ ？ ？ ？ ？
持分法適用会社からの受取配当金の消去 0 （90） 90 0 0
連結修正項目小計　　Ｂ ？ ？ ？ ？ ？
持 分 法 修 正 項 目
Ｓ4社　開始仕訳 ⑪－ 1 ⑪－ 2 ⑪－ 3 ⑪－ 4 ⑪－ 5

配当金 ⑫－ 1 ⑫－ 2 ⑫－ 3 ⑫－ 4 ⑫－ 5
当期純利益 ⑬－ 1 ⑬－ 2 ⑬－ 3 ⑬－ 4 ⑬－ 5
のれんの当期償却 0 0 52 0 52

持分法修正項目小計　　Ｃ ？ ？ ？ ？ ？
連結財務諸表（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） ⑭－ 1 ⑭－ 2 ⑭－ 3 ⑭－ 4 ⑭－ 5




